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企業会計基準第 22号「連結財務諸表に関する会計基準」 

企業会計基準第 22号「連結財務諸表に関する会計基準」（最終改正 2013年（平成 25年）9月 13日）を次のように改正する（改正部分に下線を付し

ている。）。なお、従来和暦による表記を行っていた箇所について、西暦による表記を追記するなどの形式的な修正を行っているが、当該修正のみを行

っている箇所は、本新旧対照表に含めていない。 

改正後 改正前 

企業会計基準第 22号 

連結財務諸表に関する会計基準 

 2008 年（平成 20 年）12 月 26 日 

改正 2010 年（平成 22 年）6 月 30 日 

改正 2011 年（平成 23 年）3 月 25 日 

改正 2013 年（平成 25 年）9 月 13 日 

 最終改正 2026年 6 月 2 日 

 企業会計基準委員会 
 

企業会計基準第 22号 

連結財務諸表に関する会計基準 

 平成 20年 12月 26日 

改正 平成 22 年 6 月 30 日 

改正 平成 23 年 3 月 25 日 

最終改正 平成 25 年 9 月 13 日 

 企業会計基準委員会 

 

本会計基準は、2026年 1月 9日までに公表された次の修正が反映さ

れている。 

・ 「企業会計基準第 21号「企業結合に関する会計基準」に関連す

る他の会計基準等の訂正について」(2014年（平成 26年）11月

18日公表) 

・ 企業会計基準第 24号「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（2020年 3月 31日改正） 

・ 移管指針「移管指針の適用」（2024年 7月 1日公表） 

・ 企業会計基準第 41 号「後発事象に関する会計基準」（2026 年 1

月 9日公表） 
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改正後 改正前 

会計基準 

用語の定義 
7-2. 前項にかかわらず、特別目的会社（資産の流動化に関する法律（平

成 10 年法律第 105 号）（以下「資産流動化法」という。）第 2 条

第 3項に規定する特定目的会社及び事業内容の変更が制限されて

いるこれと同様の事業を営む事業体をいう。以下同じ。）につい

ては、適正な価額で譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的

会社が発行する証券の所有者（資産流動化法第 2条第 12項に規定す

る特定借入れに係る債権者を含む。）に享受させることを目的とし

て設立されており、当該特別目的会社の事業がその目的に従って適

切に遂行されているときは、当該特別目的会社に資産を譲渡した企

業から独立しているものと認め、当該特別目的会社に資産を譲渡し

た企業の子会社に該当しないものと推定する。 

会計基準 

用語の定義 
7-2. 前項にかかわらず、特別目的会社（資産の流動化に関する法律（平

成 10 年法律第 105 号）第 2 条第 3 項に規定する特定目的会社及

び事業内容の変更が制限されているこれと同様の事業を営む事

業体をいう。以下同じ。）については、適正な価額で譲り受けた資

産から生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者に享

受させることを目的として設立されており、当該特別目的会社の事

業がその目的に従って適切に遂行されているときは、当該特別目的

会社に資産を譲渡した企業から独立しているものと認め、当該特別

目的会社に資産を譲渡した企業の子会社に該当しないものと推定す

る。 

適用時期等 
44-7. 2026年に改正された本会計基準（以下「2026年改正会計基準」と

いう。）の適用時期に関する取扱いは、次のとおりとする。 

(1)  2027年 4月 1日以後開始する連結会計年度の期首から将来にわ

たって適用する。 

(2)  (1)の定めにかかわらず、2026 年 4 月 1 日以後開始する連結会

計年度の期首から将来にわたって適用することができる。 

適用時期等 
（新 設） 

議 決 議 決 
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改正後 改正前 

45-5. 2026年改正会計基準は、第 577回企業会計基準委員会に出席した

委員 14名全員の賛成により承認された。なお、第 577回企業会計基

準委員会に出席した委員は、以下のとおりである。 

川 西 安 喜（委員長） 

紙 谷 孝 雄（副委員長） 

古 内 和 明（副委員長） 

矢 野 貴 詳 

安 宅 広 興 

穴 田 祐 史 

熊 谷 五 郎 

栗 原 雅 男 

小 出   篤 

佐 藤 要 造 

丹   昌 敏 

松 下 晃 平 

吉 田   剛 

米 山 正 樹 

（新 設） 

結論の背景 

経 緯 
（2026年改正会計基準の公表） 

49-8. 2026年の企業会計基準第 10号「金融商品に関する会計基準」（以

結論の背景 

経 緯 
 

（新 設） 
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改正後 改正前 

下「金融商品会計基準」という。）の改正では、金融資産の譲渡にお

いて、譲渡された金融資産から生じるキャッシュ・フローを実質的

に受け取ることができるかどうかという観点からの評価において

は、特別目的会社が発行する証券を保有している投資者と特別目的

会社に対して貸付けを行っている融資者とで異なる取扱いを設ける

特段の理由はないことから、特別目的会社に対する融資者を特別目

的会社に対する投資者と同様に取り扱うことを示すこととした。 

当該改正を踏まえて検討した場合、特別目的会社について、当該

特別目的会社に資産を譲渡した企業の子会社に該当するかどうかの

評価においても、特別目的会社が発行する証券を保有している投資

者と特別目的会社に対して貸付けを行っている融資者とで異なる取

扱いを設ける特段の理由はないと考えられる。 

ここで、本会計基準第 7-2 項では、資産流動化法第 2 条第 3 項に

関連付けて、特別目的会社に資産を譲渡した企業の子会社に該当す

るかどうかに関する定めを設けているため、資産流動化法及び関連

する他の法令で用いられている表現と整合させることが実務の安定

につながると考えられる。このため、2026年改正会計基準第 7-2項

において、特別目的会社が発行する証券の所有者に資産流動化法第 2

条第12項に規定する特定借入れに係る債権者を含む旨を追加するこ

ととした。 

適用時期等 
78-6. 2026年改正会計基準は、2026年の金融商品会計基準の改正を踏ま

適用時期等 
（新 設） 
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改正後 改正前 

えて審議したものであるため、2026 年に改正された金融商品会計基

準の適用時期と整合的に、2027年 4月 1日以後開始する連結会計年

度の期首から将来にわたって適用することとしつつ、2026 年 4 月 1

日以後開始する連結会計年度の期首から将来にわたって適用できる

こととした（本会計基準第 44-7項参照）。 
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2026年改正会計基準の公表による他の会計基準等についての

修正 

81. 2026年改正会計基準の公表に伴い、当委員会が公表した会計基準等については、次の修正を

行う（下線は追加部分を示す。）。 

 

(1) 企業会計基準適用指針第 15 号「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」参考

（開示例） 

① 1. 金融資産の流動化(1) 

（想定している取引のイメージ図） 

 

資産譲渡者 

（資産を譲渡

した会社） 

譲渡対価 

開示対象 

特別目的会社 

 

譲受資産か

らの収益 
開示対象特別目的

会社の発行する 

証券の所有者（出

資者を除く。） 

金銭債権  

 資金 

回収サービス 

業務 

 
出資者 

 

 

 

当社（資産譲渡者かつ残存部分の保有者）は、特別目的会社の議決権のある株式等を

有していないが、議決権のある株式保有者との関係（当該保有者が緊密な者もしくは同

意している者と判断され、当社が出資者と考えられる。）と特別目的会社に対する継続的

関与から、当該特別目的会社は連結会計基準第 7 項(3)に該当する。しかし、連結会計基

準第 7-2項で示されているように、当該特別目的会社は適正な価額で譲り受けた資産から

生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者（資産の流動化に関する法律（平

成 10年法律第 105号）（以下「資産流動化法」という。）第 2条第 12項に規定する特定

借入れに係る債権者を含む。）に享受させることを目的として設立されており、当該特別

目的会社の事業がその目的に従って適切に遂行されているため、当該特別目的会社に対す

る譲渡者にあたる当社にとって、当該特別目的会社は当社の子会社に該当しないものと推

定されている。 

（略） 

  

残存部分 
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② 3. 不動産の流動化(1) 

（想定している取引のイメージ図） 

 

資産譲渡者 

（資産を譲渡

した会社） 

譲渡対価 

開示対象 

特別目的会社 

 

譲受資産か

らの収益 
開示対象特別目的

会社の発行する 

証券の所有者（出

資者を除く。） 

不動産  

 資金 

リースバック  出資者 

 

 

当社（資産譲渡者であり匿名組合への出資者かつ賃借人）は、特別目的会社の議決権の

ある出資等を有していないが、議決権のある出資等の保有者との関係（当該保有者が緊

密な者もしくは同意している者と判断され、当社が出資者と考えられる。）と特別目的会

社に対する継続的関与から、当該特別目的会社は連結会計基準第 7 項(3)に該当する。し

かし、連結会計基準第 7-2項で示されているように、当該特別目的会社は適正な価額で譲

り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者（資産流動化法

第 2 条第 12 項に規定する特定借入れに係る債権者を含む。）に享受させることを目的と

して設立されており、当該特別目的会社の事業がその目的に従って適切に遂行されている

ため、当該特別目的会社に対する譲渡者にあたる当社にとって、当該特別目的会社は当社

の子会社に該当しないものと推定されている。 

（略） 

 

③ 4. 不動産の流動化(2) 

（想定している取引のイメージ図） 

 

資産譲渡者 

（資産を譲渡

した会社） 

譲渡対価 

開示対象 

特別目的会社 

 

譲受資産か

らの収益 
開示対象特別目的

会社の発行する 

証券の所有者（出

資者を除く。） 

不動産  

 資金 

販売代理契約  出資者 

 

 

 

当社（資産譲渡者であり匿名組合への出資者かつ販売代理人）は、特別目的会社の議決

権のある出資等を有していないが、議決権のある出資等の保有者との関係（当該保有者

が緊密な者もしくは同意している者と判断され、当社が出資者と考えられる。）と特別目

的会社に対する継続的関与から、当該特別目的会社は連結会計基準第 7項(3)に該当する。

匿名組合出資 

匿名組合出資 
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しかし、連結会計基準第 7-2項で示されているように、当該特別目的会社は適正な価額で

譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者（資産流動化

法第 2 条第 12 項に規定する特定借入れに係る債権者を含む。）に享受させることを目的

として設立されており、当該特別目的会社の事業がその目的に従って適切に遂行されてい

るため、当該特別目的会社に対する譲渡者にあたる当社にとって、当該特別目的会社は当

社の子会社に該当しないものと推定されている。 

（略） 

 

以 上 

 


